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信州医師確保総合支援センターが毎年度企画する下記の研修会等を指す。

【主要研修等】 夏季交流会（８月）、秋季研修会（10月）、春季研修会（３月） ※少なくとも１つに参加

【その他研修会等】 女性医師キャリア形成支援イベント、多職種協働研修会、ブラッシュアップセミナー等

※研修等の詳細については、毎年度、対象者に通知

③～⑧の各種研修会等

他に、年１回、信州医師確保総合支援センター専任医師（担当者）と面談を実施
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〔大学在学時の６年間、医学生修学資金の貸与を受けた場合〕

県内公立・公的病院等※3

県内臨床研修
指定病院

原則、県内病院
（県外病院での研修は

「義務年限」対象外）

義務の履行（９年＋義務年限外（中断期間）※８）長野県医学生
修学資金貸与
（６年）

プライマリケアの
習得

※令和７年（2025年）4月1日時点でのモデルであり、今後、見直す可能性があります。

専門科の研修 ※1 

【専門知識・技術
の習得】

大
学
で
の
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学

総合診療・当直・救急
などの研修
【医師不足病院勤務
への準備】

中核病院（１年） ※４

○ 専門科の業務に主に従事
○ 専門研修の延長期間

医師不足病院（３年） ※５

○ 総合診療、一般内科、一般
外科、救急科のいずれかの
業務

【地域の医師不足を考慮】

○ 上記以外の専門科の業務も
一定程度従事可能 ※６

【専門性への配慮】

※１：専門科の選択は全ての診療科で可能ですが、医師不足病院での勤務において専門科での従事を保証するものではありません。
※２： 「勤務」期間における就業は、原則、別途県が定める「医師少数区域等」に所在する医療機関において従事するものとします。
※３： 医師少数区域については、一定の政策医療を担う民間病院を含む。
※４： 原則、「医師少数区域等」に所在する病院で、地域を代表する病院。
※５： 原則、「医師少数区域等」に所在する病院で、その地域の地域医療を担う中規模以下の病院。
※６： 専門科によっては専門医資格取得に影響が生ずる場合があります。
※７： 「専門研修」期間及び「勤務」期間については、本人の希望により調整可能とします。
※８：①３年を超える専門研修について、２年を限度に義務年限外として認め、義務年限を当該期間と同期間延長します。

②勤務区分における県内大学病院での勤務について１年を限度に義務年限外として認め、義務年限を当該期間と同期間延長します。
（※８②は令和８年度の配置から適用）

調整可能※7

別紙２
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〔大学在学時の６年間、医学生修学資金の貸与を受けた場合〕

県内の中核病院等※２県内臨床研修
指定病院

原則、県内病院
（県外病院での研修
は「義務年限」外（義
務中断）とし、最長３
年）

義務の履行（９年＋義務年限外（中断期間）※4）

プライマリケアの
習得 専門科の研修 【専門

知識・技術の習得】

中核病院等での勤務 ※３

○産婦人科等の 業務に従事
○専門研修の延期間として

活用
【地域の医師不足を考慮】
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※１： 産婦人科等、県内における医師不足の解消・医療体制の確保のため、知事が特に必要と認める診療科。
※２： 別途県が定める「医師少数区域」に所在する病院で、地域を代表する病院 。

所在しない場合は、 医師少数区域の他の医療機関を支援することを要件とします。

※３：県内の医療状況と、医療機能の分化と連携の観点等を考慮して決定します。
※４：①３年を超える専門研修について、２年を限度に義務年限外として認め、義務年限を当該期間と同期間延長します。

②勤務区分における県内大学病院での勤務について１年を限度に義務年限外として認め、義務年限を当該期間と同期間延長します。
（※４②は令和８年度の配置から適用）

※令和７年（2025年）4月1日時点でのモデルであり、今後、見直す可能性があります。
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